
答申第４５号（諮問第46号）

主要地方道前橋・安中・富岡線のうち、

安中市野殿地区の「屋敷前」地内と「太

田」地内及びその近辺を通過する当該地

方道の拡幅計画に関する一切の関係情報

の不存在決定に対する異議申立ての件に

係る答申書

群馬県公文書開示審査会
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１ 審査会の結論

実施機関の決定は妥当であり、取り消す必要はない。

２ 諮問事案の概要

（１）公文書開示請求

異議申立人（以下「申立人」という。）は、群馬県情報公開条例（以下「条例」

という。）第１１条の規定に基づき、群馬県知事（以下「実施機関」という。）に

対し、平成１４年１２月５日、「主要地方道（１０）前橋・安中・富岡線のうち、

安中市野殿地区の「屋敷前」地内と「太田」地内及びその近辺を通過する当該地方

道の拡幅計画に関する一切の関係情報。」の開示請求（以下「本件請求」とい

う。）を行った。

（２）実施機関の決定

実施機関は、平成１４年１２月１８日、本件請求に係る公文書を「主要地方道

（１０）前橋・安中・富岡線のうち、安中市野殿地区の「屋敷前」地内と「太田」

地内及びその近辺を通過する当該地方道の拡幅計画に関する一切の関係情報。」

（以下「本件公文書」という。）と特定し、本件公文書について不存在決定（以下

「本件処分」という。）を行い、本件処分の公文書の不存在理由を次のとおり付し

て、申立人に通知した。

・当該路線の拡幅計画は策定されていないため。

（３）異議申立て

申立人は、行政不服審査法第６条の規定に基づき、平成１５年１月７日、本件処

分を不服として実施機関に対し異議申立てを行った。

（４）諮問

実施機関は条例第２６条第１項の規定に基づき、群馬県公文書開示審査会（以下

「審査会」という。）に対して、平成１５年１月１６日、本件処分の取り消しに係

る異議申立事案の諮問（以下「本件事案」という。）を行った。

３ 申立人の主張要旨

申立人が主張している異議申立ての理由を要約すると、次のとおりである。

（１）異議申立ての趣旨

本件処分の取り消しと、文書の開示を求める。

（２）条例における不存在の解釈について

条例では、第４条において実施機関は(1)県の長期計画その他重要な基本計画の内

容(2)県の主な事業の内容(3)その他実施機関が定める事項について公表しなければ

ならないとしている。このことから、本件文書についても長期的な交通計画の観点

において、実施機関が本件請求に係る主要地方道（以下「県道」という。）の拡幅

計画を何も有していないということはあり得ず、必ず存在しなければならない。

申立人は、当該県道の拡幅を実施機関がしなければならない背景と理由を示して

いるのだから、それに対して、個別具体的に説明をしないまま、不存在とすること

はできない。
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（３）本件公文書の内容と開示すべき理由について

本件公文書は主要地方道前橋・安中・富岡線のうち、安中市野殿地区の「屋敷

前」地内と「太田」地内及びその近辺を通過する県道の拡幅計画と、それに関係す

る情報である。

申立人は３年前に自らの所有する○○を土建業者から県道に係る道路工事に関連

して買収したいといわれたことがある。また、当該県道の西側を６年前に三車線化

する工事を施工した経緯がある。さらに、当該県道と安中市道５３２３号線との道

路改良工事にかかる交差点協議が済んでおり、こうした新規道路計画に併せて県道

部分においても何らかの拡幅計画が策定されているはずである。

当該県道の交通量は現状でも一日あたり数千台を遙かに超えており、今後の交通

量等を考えると短期的及び中長期的に見て何らかの拡幅計画がなければならないか

ら、不存在は考えられない。

４ 実施機関の主張要旨

実施機関が主張している不存在の理由を要約すると、次のとおりである。

（１）条例における不存在の解釈について

条例は、その前文で「県政は、県民自らの意思と責任で担うこと」、「そのため

には、県は情報の公開と説明責任を果たし、県民の必要な情報を収集し、創造する

こと」とその制定理念を記し、第１条において「情報公開の総合的な推進に関し必

要な事項を定めるとともに、公文書の開示を請求する権利を明らかにし、もって県

が県政に関し県民に説明する責務を全うすることにより、県民の理解と信頼の下に

公正で透明な行政を推進し、県民による県政への参加を進めていくことを目的とす

る」としている。そして、第１１条において「何人も、この条例の定めるところに

より、実施機関に対し、当該実施機関の保有する公文書の開示を請求することがで

きる」と定めている。

条例は、第２条第１項において「実施機関」として知事、議会等を定義し、同条

第４項において「公文書」を実施機関の職員が職務上作成し、または取得した文書

であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有

しているものと定義している。したがって、実施機関が公文書を保有しているかど

うかが、不存在か否かを決するものである。

（２）開示請求に係る本件公文書の記載事項について

当該県道において、道路の拡幅計画は策定されていないため、開示請求に係る公

文書は存在しない。

（３）公文書を開示しない理由

道路事業の長期計画としては都市計画決定、道路の整備に関するプログラム、総

合交通安全施設等整備事業七カ年計画等があるが、その中に本件請求に係る計画は

ない。また、事業化にあたり必要性の検討、住民への説明、測量設計という段階を

経て工事着手となるが、これらのどの段階にも当該県道の拡幅計画はない。

当該県道は二車線の車道のほか歩道も整備されており、拡幅する必要性は低く、

新たに市道と交差することとなっても現状で十分対応できると考えているため拡幅



- 3 -

計画は存在しない。

５ 審査会の判断

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

（１）判断に当たっての基本的な考え方について

条例は、第１条に規定されているとおり、公文書の開示を請求する権利を明らか

にし、県が県政に関し県民に説明する責務を全うすることにより、県民の理解と信

頼の下に公正で透明な行政を推進し、県民による県政への参加を進めていくことを

目的として制定されたものであり、原則開示の理念のもとに解釈・運用されなけれ

ばならない。

しかし、条例の前文にあるとおり、情報の公開により、県民のプライバシーや公

共の利益の侵害など、本来の目的が阻害されてはならないとされており、この公文

書開示請求権も絶対的で無制限な権利ではなく、条例第１４条各号に規定されてい

る非開示情報に該当するかどうかによって決せられるべきものである。

なお、本件事案は不存在が争われているものであるため、当審査会は、原則開示

の理念に照らし、本件公文書が不存在である合理的な理由が存在するかどうかをそ

の文理及び趣旨に従い、事案の内容に即し具体的に判断するものである。

（２）公文書の不存在について

審査会で検討したところ、申立人は当該県道の拡幅をしなければならない背景と

理由を示したが、当該県道の現状から道路を拡幅する必要性は低く、また、実際に

都市計画決定、道路の整備に関するプログラムなどの長期計画をはじめ、事業実施

に至るまでのどの段階にも当該県道の拡幅計画がないため公文書が存在しないとい

う実施機関の主張に特段不合理な点は認められない。

したがって、本件公文書は不存在であることが認められる。
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６ 審査の経過

当審査会の処理経過は、以下のとおりである。

審 査 会 の 処 理 経 過

年 月 日 内 容

平成１５年 １月１６日 諮問

平成１５年 ２月１２日 実施機関からの理由説明書を受領

平成１５年 ３月１６日 異議申立人から意見書を受領

平成１５年 ３月２６日 審議（本件事案の概要説明）
（第８６回審査会） （異議申立人の口頭意見陳述）

（実施機関の口頭意見陳述）

平成１５年 ４月２５日 審議
（第８７回審査会）

平成１５年 ６月 ６日 審議
（第８８回審査会）

平成１５年 ６月２３日 審議
（第８９回審査会）

平成１５年 ７月２９日 答申


